
議 会 の 概 要

（平成17年度）

中城村議会事務局

　本村は、沖縄本島中部に位置し、県都那覇市から北東へ約１０　、沖縄市から約９　の位置にあっ

て、東は中城湾に面し、西は宜野湾市、南は西原町、北は北中城村に隣接し、東西約３．５　、南北

約７．５　、総面積１５．４６　で都市計画では那覇広域都市計画区域に、広域行政では沖縄市を拠

点とする中部広域市町村圏に編入され、両都市圏の緑の部分に位置する都市近郊農村である。

　地質構造上は島尻累帯に属し、基盤は第三紀地層よりなりその上部に隆起珊瑚石灰岩がのっかった

形態をしている。地形は大きく三つに区分でき、即ち海岸平坦部、その後方に発達する斜面部さらに

台地部である。海岸平坦部は地下水は豊富であるが、他の地区は保水力に乏しく干ばつの被害を受け

やすい土壌である。気象は亜熱帯性気候に属し、平均気温は２２～２３度、湿度約８０％、年間降雨

量は、２，０００～２，５００㎜で沖縄本島中南部は殆ど差異はない。

　中城村は、明治４１年に間切から村に移り、伊集、和宇慶、津覇、奥間、安里、新垣、当間、屋宜、

添石、伊舎堂、泊、久場、熱田、和仁屋、渡口、大城、荻堂、安谷屋、喜舎場、仲順、瑞慶覧、比嘉、

島袋の２３カ字で形成されていました。その後、昭和の初期にかけて人口の増加に伴い、南上原、北

上原、登又、屋宜、南浜、北浜の６カ字が増加し、２９カ字となりました。第二次世界大戦後の１９

４６年（昭和２１年）５月、北中城村が分村し、中城村は、戦後新設された字浜を加え１８カ字とな

った。

　近年都市化の進展によって、平成４年６月県営中城団地、平成６年７月中城サンヒルズタウン、平

成11年県営中城第二団地を加え、２１の自治会となり現在に至っている。

　また、古くは、世子領として中城御持島と唱えられた歴史の地であり、肥沃な海岸平野で農地条件

に恵まれ農業の盛んな村として戦後も周辺地域の都市化が進行する中で農村的色彩を保ち、村の産業

は農漁業を中心に推移してきました。近年においては、都市近郊性を背景にして、都市的な地域動向

が顕著となっています。特に琉球大学の立地や沖縄自動車道の開通、企業の立地などを契機として流

入人口の増加による都市化が進行しています。

　平成１４年度から第三次基本構想に基づき、将来像である「豊かな歴史と自然に彩られた田園文化

村とよむ中城」の実現をめざしています。

１．自然的、歴史的条件

中 城 村 の 概 況

（１）自然的条件

青い目が見た琉球

（２）歴史的条件

　1853年、黒船でペリー提督一行が沖縄に立ち寄っ
た際、中城城を測量し「要塞の資材は石灰岩であり、
その石造建築は賞賛すべき構造のものであった」と『日
本遠征記』に記されています。琉球石灰岩を使った城
壁は、沖縄では唯一完全に近い形で残された貴重な遺
跡で、1972年5月には国の史跡に指定され2000年12
月には世界遺産に登録されています。

－１－

２．人口、世帯数及び産業別就業者数

３．財政の状況

人　　　　　　　　　　　　口 世 帯 数

男

７，６５３ ７，３３４ １４，９８７
４，６２２

女 計

（１）国勢調査人口及び世帯数

平成17年４月１日現在（単位：人）

人　　　　　　　　　　　　口 世 帯 数

男

８，０８１ ７，６９９ １５，７８０
５，４６５

女 計

（３）住民人口及び世帯数

（１）一般会計予算（平成17年度）

イ．歳入 ロ．歳出 （単位千円）（単位千円）

（平成12年10月１日国調）単位：人

（平成12年10月１日国調）単位：人

計１　　　　次

５５５
（8.8％）

１，６３８
（26.1％）

４，０９２
（�65.1％）

６，２８５
（100.0％）

２　　　　次 ３　　　　次

（２）国勢調査産業別就業者数

項　　　　　　目

村 税
地 方 譲 与 税
地方消費税交付税
ゴルフ場利用税交付税
自動車所得税交付税
地 方 特 例 交 付 税
地 方 交 付 税
使用料及び手数料
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
繰 入 金
繰 越 金
雑 収 入
村 債
そ の 他
歳 入 合 計

金　　　　額

１，０２２，３７６
１０５，５５５
１０７，８８５
３５，０００
１５，１２７
１３，３００

１，２７４，８１８
５５，４１６
９０４，５３９
３９１，７７４
３５４，２３５
１５，０００
１４，７８７
９１０，０００
７，９６９

５，２２７，７８１

構成比

１９．６
２．０
２．１
０．７
０．３
０．２
２４．４
１．１
１７．３
７．５
６．８
０．３
０．３
１７．４

－
１００

項　　　　　　目

議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
災 害 復 旧 費
公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

歳 出 合 計

金　　　　額

１１６，１２６
５４１，６０９

１，０３７，８２９
４４９，９５８

２２９
２１１，４８８

３，７４３
９３６，４４２
２２４，８１４

１，３０６，２０１
２

３８５，５８８
１

１３，７５１

５，２２７，７８１

構成比

２．２
１０．４
１９．８
８．６

－
４．０
０．１
１７．９
４．３
２５．０

－
７．４

－
０．３

１００

（２）特別会計予算（平成17年度）（単位千円）

項　　　　　　目 予　　算　　額

国民健康保険特別会計
老 人 保 険 特 別 会 計
公共下水道事業特別会計
土地区画整理事業特別会計

収 入
支 出

収 入
支 出

１，７０４，２５４
１，３５２，５５５
３５１，８６９
９５３，４７７

３８９，７６７
３８３，８４０

１７２，５０１
２０８，５４８

収益的

資本的

水
道
事
業

特
別
会
計

－２－

議　長　比 嘉 明 典

委員長　浜 田 京 介 副委員長　與那覇 朝 徳

副委員長　眞栄城 安 宗

委　員　井 口 康 市

委　員　仲 村 春 光

委　員　喜舎場 健 司 委　員　宮 城 治 邦

委　員　新 垣 健 二

委　員　仲宗根 　 哲

委　員　比 嘉 定 榮

委員長　知 念 政 光

副委員長　宮 城 重 夫 委　員　安 里 ヨシ子

委　員　上 原 正 恒 委　員　仲 眞 功 浩

委　員　平安山 良 成委員長　新 垣 徳 行

委　員　比 嘉 盛 安

副議長　新 垣 善 功
（総務委員）

○総務常任委員会

○建設常任委員会

○文教社会常任委員会

議会の組織・構成 （平成17年４月１日現在）

－３－

議　　　　長

副　議　長

比　嘉　明　典

比　嘉　善　功

平成17年２月７日

就　　　　任

任　　　　　　　期
職　　　名 氏　　　名

任 期 満 了 日

平成17年２月７日

平成18年９月27日

平成18年９月27日

（１）議長、副議長

議　　員　　定　　数

（２）定数

（３）議会運営委員会の構成

法 定 数

２２ ２０ ２０ 平成14年９月28日 平成18年９月27日

平成14年９月28日 平成18年９月27日条 例 定 数 現 議 員 数

任 期 満 了 日
任 　 　 　 　 　 期

就 　 任

平成１４年１２月２６日　議員定数条例制定

常 任 委 員 会 の 構 成

（４）常任委員会の構成

○ 総務常任委員会

○ 建設常任委員会

○ 文教社会常任委員会

委　員　　　　　７人

委　員　　　　　６人

委　員　　　　　６人

○ 議会運営委員会 委　員　　　　　７人

○ 議会だより編集特別委員会 委　員　　　　　６人

４　年

任 　 期

（５）特別委員会の構成　　　　　　　委　員　　　　　６人　　　　　　　　　　　４　年

※議長は慣例により常任委員会を辞退している。

○　議会運営委員会　　　　　　　委　員　　　　　７人　　　　　　　　　　　４　年

（６）　一部事務組合議会等

○　中城、北中城消防組合議会　　　　　　４人

○　中城村、北中城村清掃事務組合議会　　４人

○　沖縄県介護保険広域連合事務組合議会　１人

○　沖縄広域市町村圏事務組合議会　　　　１人

－４－

建設常任委員会　現場視察

議会活動状況（平成16年）

（平成16年1月1日～12月31日）（１）定例会・臨時会

（平成16年1月1日～12月31日）

（平成16年1月1日～12月31日）

（２）付議事件等の審議状況

区　　分

定 例 会

臨 時 会

年 合 計

区 　 　 分

提 出 者 別 ・ 種 類 別

村 長 提 出 議 員 提 出

定 例 会 13

1

14

24

2

26

6

0

6

17

6

23

3

0

3

63

9

72

0

0

0

9

0

9

0

0

0

2

0

2

11

0

11

臨 時 会

計

４

３

７

開 催 数 本会議実延数

２１

延 日 数 最 　 高

開 期 数

最 　 低

５４ ２１ ６

３３ １ １

２４５７ ー ー

区 　 分

提 出 別 ・ 種 類 別

村 長 提 出 議 員 提 出

定 例 会

臨 時 会

計

56

9

65

5

0

5

2

0

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

63

9

72

11

0

11

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

11

0

11

74

9

83

条
　
　
　
　
例

原
案
可
決

修
正
可
決

否
　
　
決

原
案
撤
回

審
議
未
了

翌
年
へ
継
続

計

原
案
可
決

修
正
可
決

否
　
　
決

原
案
撤
回

審
議
未
了

翌
年
へ
継
続

計

条
　
　
　
　
例

決
　
　
　
　
議

規
則
・
そ
の
他

意

見

書

予
　
　
　
　
算

決
　
　
　
　
算

そ
の
他
事
件

計
計

専

決

処

分

（
法
一
七
九
条
の
み
）

（平成16年1月1日～12月31日）

区 　 　 分

提 出 者 別 ・ 種 類 別

村 長 提 出 議 員 提 出

審
議
方
法

委
員
会
付
託

14

0

0

20

6

0

0

6

0

23

0

0

3

0

0

60

12

0

0

0

0

9

0

0

0

0

0

2

0

0

11

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

本 会 議 即 決

常 　 任

議 　 運

特 　 別

条
　
　
　
　
例

条
　
　
　
　
例

決
　
　
　
　
議

規
則
・
そ
の
他

意

見

書

予
　
　
　
　
算

決
　
　
　
　
算

そ
の
他
事
件

計
計

専

決

処

分

（
法
一
七
九
条
の
み
）

年

間

延

件

数

－５－

議会費予算、議員報酬等

（２）議員報酬等

（１）議会費（各年度当初予算）

区　　　　　　　分

区　　　　分 報 酬 月 額 三 役 等 の 給 料 月 額

議　　　　長

議　　　　員

常任委員長

副 議 長

309,000円

243,000円

253,000円

263,000円

村 長 の 給 料

に対する比率

４３．１５％

３３．９３％

３５．３３％

３６．７３％

村　　　長

教 育 長

助　　　役

７１６，０００円

５４４，０００円

５８０，０００円

予　　　　算　　　　額

平成16年度 平成15年度

（平成17年４月１日現在）

報　　　酬

給　　　料

共　済　費

報　償　費

旅　　　費

交　際　費

需　用　費

役　務　費

委　託　料

使用料及び貸借料

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

そ　の　他

議　会　費　　計（A）

一般会計歳出総額（B）

構　成　比（A／B）％　

職 員 手 当 等

５９，８３２

１４，４０３

１０，２０６

０

１，７２４

３０

３，１５３

１９０

０

４０３

０

２，１３０

０

１１７，３９７

５，０５５，５６３

２．３２％

２５，３２６

平成17年度

５９，８３２

１４，６３２

１０，９８９

０

０

２０

２，１４０

２０５

０

４０３

０

２，１３０

５１

１１６，１２６

５，２２７，７８１

２．２２％

２５，７２４

５９，８３２

１５，０９０

１０，４３１

０

１，５７９

５０

３，５４７

２４８

０

５１２

０

２，１３０

５１

１２１，６７５

４，８１３，６７０

２．５３％

２８，２０５

（単位千円）

－６－

（３）期末手当 （平成17年４月１日）

区 分 １７５ ３４５１ ７ ０

１００ １００１ ０ ０

合 　 　 計12 　 月６　月

加算措置　　各期末毎10％加算

（４）費用弁償等

（１）職員定数　　３人

○　事務局長　　新　垣　敏　明

○　議事係長　　新　垣　貞　則

○　主　　査　　知　名　幸　子

６　事　務　局

（平成17年４月１日）

（平成17年４月１日）

０
（県内打切）１０，０００

（県外打切）１５，０００
０

宿 　 泊 　 料日　　　　当費 用 弁 償

－７－


